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経営志林第39巻４号2003年１１１１０５

く曰本半導体企業の社内共同開発（２）＞
-1960年代と70年代の家電用ＩＣの事例一

金

トランジスタ時代から家電用は日本の半導体の

主たる需要先であったが，日本でＩＣの需要が現

れた1960年代後半以降も，ＩＣの重要な需要先で

ありつづけた。日本の半導体産業についての先行

研究でも，家電用需要の役割は重視されてきた。

例えば，新井は，日本の半導体産業の台頭におい

て電卓用と共に家電用需要の役割を高く評Iiliす

る'・伊丹も，家電用を含めて民生用ＩＣの大ｉｉｉ

生産品としての性格，高い専用度などに注目し，

その役割を強調している2．

容度

１によると，NEC，日立，東芝，三菱の大手半導

体４社の場合，７２年，リニアＩＣの生産の５割近

くを社内消費しており，同年，半導体の主要９社

を基準とすると。生産の６割を社内で消費してい

た。７０年代後半，民生用リニアＩＣの社内iiliYli率

が下落しているものの，それでも，主要９社ない

し12社は３割近くを社内で消費した。そこで，本

稿では60年代と70年代における家電用リニアＩＣ

の社内共同開発について，当時開発を直接行っ

た技術者へのインタビュー記録に基づいて考察

する'。
表１民生用リニアＩＣの社内消費率

単位：％

１．社内共同開発の実態

半導体企業内の半導体技術者と家電技術者間の

協力は，既にトランジスタの時期から行われた。

例えば，６０年代初頭，トランジスタ式ステレオの

試作を行っていた三洋電機大阪工場では，大出力

(＝15ワット＋15ワット）トランジスタを開発す

るため，東京三洋の半導体工場と三洋電機大阪工

場が協力して作業を進めた５．,他にも，大電流，

商周波，大容量のトランジスタの開発要求が家電

事業部から出たとき，社内の情報交換が行われた

例は少なくない。そして，この協力のパートナー

がその後のＩＣの社内共同開発の参加者でもあっ

たケースが多かった。トランジスタ時期とＩＣ時

期の連続`性が現われたのである。

だが，その協力作業は，一応開発されたトラン

ジスタを社内のユーザが評価する位にとどまり，

共同開発と呼べるものではなかった。開発そのも

のを共同で行ったのは，ＩＣ時代へ転換してから

とみた方が妥当であろう。

但しＩＣ化の提案が最初社内のどの事業部か

ら出たかは，企業によって異なった。６０年代の松

下の例では，最初，半導体部門の応用技術部隊が

注：上位４社は，ＮＥＣ，日立，東芝，三菱。主
要９社欄の77年以降は主要12社のデータ。

出所：「通子工業年鑑」各年版。

具体的に，６０年代と70年代に家電用ＩＣとして

多く使われたのは，バイポーラ型のリニアＩＣで

あった。一般的に，リニアＩＣは，オペレーショ

ナル・アンプ，ＡＤＤＡコンバーター，電源レ

ギュレーター等の産業用と，主として家電製品に

使われる民生用に大別されるが'，日本のリニア

ＩＣの生産と需要においては民生用が圧倒的な比

重を占めていた。

そして，民生用のバイポーラリニアＩＣも，前

号で考察したコンピュータ用のバイポーラデジタ

ルＩＣと同様に，その社内消費率が高かった。表

主要９社

72年 47.7 59.0 

73年 41.0 53.5 

74年 30.5 45.2 

75年 2０４ 39.5 

76年 14.6 27.7 

77年 14.2 27.6 

78年 18.0 30.0 

79年 25.8 
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106＜日本半導体企業の社内共同開発（２）＞

個別半導体を集積しようという提案を行ったとい

われる。しかし，東芝の場合は逆であった。すな

わち，東芝は，家電業界でＩＣの搭載が進むこと

に刺激された家電事業部がＩＣ化の要求を出した。

同社の家電事業部からＩＣ化の要求が繰り返され

る中で，社内の半導体側も，結局は，家電用ＩＣ

の開発要求に応じざるをえなかったが，当初家電

用のＩＣの開発には消極的であったといわれる。

当時シリコントランジスタの需要が急速に伸びて

いたので，その開発，量産にも技術者が足りない

状況であったからである。

家電用ＩＣの中でも最も早く共同開発の対象に

なったのは，その開発が比較的に容易であったオー

ディオ用であった。つまり，６０年代後半より，中

間周波処理（IF）用ＩＣ，最終部出力段の音声回

路のパワーアンプ等，オーディオ用ＩＣの開発が

先行した。７０年代になると，カラーテレビ用ＩＣ

の共同開発の動きも本格化された。色信号を処理

するクロマ回路，テレビの輝度信号であるＹ信

号，映像の中間周波処理（ＶIF)，音声の中間周

波処理（AIF）等にリニアＩＣが開発され，かつ，

70年代後半には，コントロール系のマイコンも加

わり，新しく開発されるテレビ向けに５品種位の

ＩＣが共同開発の対象になった。

７０年代後半には，家庭用ＶＴＲにもＩＣが導入

され，当初は，このＶＴＲにも主としてリニア

ＩＣが使われた。また，ＶＴＲはテレビに比べると，

モータの制御などコントロール系の回路が多かっ

たので，タイマー等にマイコンの使用も多かった。

とりわけ，テレビにマイコンが多く入りはじめた

のは，電子選局用，リモコン用等，チューナーま

わりであった6゜例えば，７６年から77年にかけて，

テレビのチューナが従来の回転式から電子式へ急

速に変わり，７７年に電子チューナ式のテレビ出荷

台数の6割近くを占めたといわれる１．

家電用のマイコンはコントロール系のＩＣであっ

たから，需要家ごとに仕様が異なる特徴をもった

ため，共同開発が必要なケースが多く，実際に，

７０年代末，テレピチューナ用ＩＣは各社内で共同

開発された。ただし，当時のマイコンは，簡単な

４ビットのものがほとんどであり，従来の家電製

品に「プラスα」の機能を追加するにすぎず，基

本的な機能はそれほど変わらず，それゆえ，マイ

コンの共同開発は大掛かりのものではなかったと

される８．

（１）組織及び人

家電用ＩＣの社内共同開発に参加した技術者は，

IC側では応用技術部隊，あるいは開発部隊，家

電事業部では回路部隊あるいは開発部隊であった。

参加人数はＩＣの「規模」によって異たり，小規

模では，両事業部から２～３人ずつ，大規模では，

'0人前後ずつ参加したとされる。東芝の場合，６０

年代後半’音響事業部の中に「ＩＣ開発部隊」と

いうグループを設け,そこの技術者が,ｃ事業部

に何カ月も常駐しながら，半導体技術者と＿緒に

ＩＣの設計を行った,。しかし，常駐期間が長くな

ると，かかる技術者が本業の「オーディオ機器の

動向が段々分からなくなる」という問題点が恐れ

られたので，７０年代に入ってからは，音響事業部

の方に半導体技術者を呼んで，半年あるいは，年

間にかけてICの共同開発を行う組織を常置した。

さらに，７０年代後半になると，テレビ事業部の中

にも，ＩＣ事業部所属の半導体技術者を呼んで，

テレビ用ＩＣを共同開発する組織が常置された,0゜

それに比べ,松下は，家電事業部内に,ｃの共同

開発の機構を常置したことはない｡ただし，社内

向けのフルカスタムIＣｕの開発要求に応えるため

に,ＩＣ事業部内の開発部隊を「対内開発部」と

｢対外開発部」に分けたことはあったとされる１２。

そして，技術者の不足のため，各事業部が共同開

発に必要な人材を出したがらない状況の中で，共

同開発を順当に進めるために，東芝の場合，両事

業部の技師長を委員長とするＩＣ開発の「運営委

員会」を設けた。このことは’６０年代後半のＮＥＣ

で，装置事業部の技術者をＩＣ部門に呼ぶ際，，ｃ

事業部長自らが装置技術者の集めに努めたことと

似通う。

そして，松下にせよ，東芝にせよ，テレビ用半

導体の技術者の一部がＶＴＲ用ＩＣの開発にも携

わった｡例えば,東芝の例ですると,ＶＴＲ用

ＩＣの開発部隊は，テレビ用ＩＣ部隊の中に設けら

れた○両用途のＩＣ間の，人的な繋がりが確認で

きるのである。

だが，家電用の中でも，オーディオ用ＩＣの開

発は前述の映像家電向けの,ｃの開発とは全く別
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経憐志林第39巻４号２００３１１２１月１０７

の流れで行われた。６０年代から70年代にかけて，

家電用半導体技術者は，テレビ用ＩＣの課とオー

ディオ用ＩＣの課に分けられており，テレビ用ＩＣ

の開発部隊とオーディオ用ＩＣの開発部隊は，担

当技術においても異なった'3。なお，同じ家電用

であっても，リニアＩＣとマイコンの間には，技

術的，人的な関連は弱かったとされる。このこと

は，社内のアナログ技術とデジタル技術の相乗効

果が限られたことを示す一例といえるⅢ。

ンし，修正作業を繰り返した。

以上から，６０年代後半と70年代，家電用リニア

ＩＣの社内共同開発においては，設計，及び試作

品の評価・修正の段階に，共同作業や情報交換が

集中していたことがわかる。ただし，松下の例で

いうと，家電技術者はＩＣについての知識を積上

げ，半導体技術者に対してより細かいところまで

要求，提案した'7．前号の富士通のコンピュータ

用ＩＣの社内共同開発と類似する現象が現われた

のである。

（２）共同作業及び作業分担

共同開発の仕組みについてみていこう。家電製

品の開発計画が定まれば，その計画に基づいて，

家電技術者と半導体技術者が一緒に集まって情報

交換を行った。まず，半導体技術者が耐圧や電

流等「半導体のパフォーマンス（性能)」と，「ラ

イブラリ」と呼ばれる詳細なスペック（仕様）を

提案した上で，例えば，音響用ＩＣならⅢ「音響

セット」のどの部分をＩＣ化するかについてディ

スカッションを行った。それをベースに，「ブレッ

ドボード」という実験用ＩＣデバイスに，個別半

導体や受動部品からなる周辺回路をくつ付けて，

一つのオーディオセットとして組立ててみる。次

に，回路シミュレーションのソフトウェア'５を使っ

て実験を行った。この段階で，「目標とおりの特

'性が取れ」ない場合も多く，いろいろな試行錯誤

を積んだ。一次的に家電の技術者が関与するのは，

ここまでであり，ＩＣの回路設計からは半導体技

術者が行った。電流コントロールの問題等ＩＣ特

有の回路設計が必要であったので，半導体技術者

がＩＣパターン設計はもとより，ＩＣの回路設計も

行わなければならなかったのである。このことは，

前号のコンピュータ用論理LSIの共同開発で，

需要家がＩＣの回路設計を行ったことと対照を

なす。

さて，ＩＣの回路設計が終わると，パターン設

計に入り，その作業が終ると，パターンをマスク

に焼き直さなければならないが，これらの作業も

半導体技術者のみの担当であった'６。こうして，

作られたマスクをもって試作を行い，その試作

ＩＣを家電技術者が評価した。その際，パターン

の不具合のため，要求されるＩＣ特性が出ない場

合は，また，両事業部の技術者がディスカッショ

（３）開発期間

７０年代の家電用ＩＣの社内共同開発の場合は，

最初の打合せから納入まで，概ね１年半～２年が

かかったとされる。例えば，東芝の場合，最初の

打合せからエンジニアリング・サンプル（＝ＥＳ）

が出るまで１年前後がかかった'8゜そのエンジニ

アリング・サンプルの評価に基いた１回の修正に

かかる時間は，「小修正だったら１カ月か２カ月｣，

｢大修正だったら，３ヶ月か４カ月」であり，修

正作業の回数は「少なくと２～３１ｺ」で，「多い

場合は５～６回もある」から，エンジニアリング・

サンプルから納入まで，だいたい半年～１年半が

かかった。松下の場合は，最初の仕様決定からエ

ンジニアリング・サンプルが出るまでが半年～１

年で，そのエンジニアリング・サンプルが出てか

ら納入までが３カ月位かかったという１９゜従って，

最初の打合せから納入まではだいたい１年半以内

であったと思われる。もちろん，開発される家電

製品の「世代」が変るかどうかによって，打合せ

にかかる時間が異なったので，それも開発期間の

ばらつきの要因であった20．

ところで，実際は，納入期限に間に合わせるた

めに，半導体技術者が苦労した例が多かった。

｢商機を逃す危険性があ」ったので，「特に家電用

のＩＣの開発の期限というのは非常に厳しかった｣。

例えば，家電製品は，「春と年末が売れるシーズ

ン」であるので，「開発をスタートするタイミン

グの決定が重要であり」，該当する新製品発売の

２，３ケ月前には，ＩＣの設計を完了しなければな

らなかった２１。さらに，試作品が予想通りの歩留

まりで獄産される保障はない。それゆえ，納入期

限が近づくと，歩留まりを短時間に上げるために，

Hosei University Repository



108＜日本半導体企業の社内共同開発（２）＞

徴は，社内需要家のカスタムＩＣの要求が強かっ

たことにあるといえよう。実際に，東芝の場合，

70年代を通じて，社内向け家電用ＩＣ生産の約３

割はフルカスタムＩＣだったとされる。松下も，

同じ期間，家電用ＩＣの売上高の２割～３割がフ

ルカスタムＩＣだったという。ところで，当然な

がら，社内の需要家は，共同開発されたＩＣの外

販を望まない。しかし，ＩＣ側からいうと，事業

拡張のためには，外販指向，標準品化の指向が必

然的に強くなる。実際に，かかる日本半導体メー

カは，社内の共同開発のときも，カスタムＩＣの

注文量が少なければ，複数の需要家から注文を集

めたり，標準品化をねらったりして，外に売れる

ことを常に念頭に置いていた。場合によっては，

社内需要によるコストダウンを挺に外販を拡大し

ようとする狙いもあり，それゆえ，社内の共同開

発も「外にも売れるという前提で」行われる傾向

すらみられたのである。

そのため，社内のＩＣ供給者と需要家間の利害

対･立，あるいはせめぎあいが続く可能性も出る。

その一例が，７７年７月，松下電子が松下電器ステ

レオ事業部と協力して開発したスーパーリニア

ＩＣ「AN7000」の開発である。この「AN7000」

というＩＣは，中間周波数の信号処理とプリアン

プ（増幅器）の機能を採り入れ，前段にチューナー

と後段にパワートランジスタをそれぞれつける

と，ステレオが完成できるようなものであった。

｢AN7000」の開発にあたって，社内の需要家は，

使用部品点数の低減，工賃の節減，製品のコンパ

クト化・軽量化のために，ＦＭ／ＡＭステレオチュー

ナの主要機能のほとんどをワンチップ化するよう，

要求した。ところが，これは，半導体側の利害に

は必ずしも合致したものではなかった。というの

も，半導体側からすると，外販のための汎用性が

なくなり，売上高の増加には限定的な貢献しかで

きなかったからである。しかも，集積度を高めに

くいというリニアＩＣ固有の特性もあいまって，

集積度をあげた際，歩留まりが低かったので，需

要家の要求とおりのコストダウンができなかった。

それに，同ＩＣを装着した家電製品の売行きも芳

しくなかったので，需要個数も予想を下回り，そ

れも，ＩＣのコストダウンを妨げた。

こうして利害対立の調整にはより巧みな工夫が

半導体技術者が残業，徹夜を繰り返すことも稀で

なかった。しかも，「社内の共同開発の途中，他

社からより性能がいいＩＣが出」たこともしばし

ばあって，その場合は，開発途中で社内のユーザ

からＩＣ仕様変更の要求がきたとされる。しかし，

納期が変らないケースが多かったため22,半導体

技術者が苦境に晒されたことも珍しくなかったし，

投資回収までの期間が長いもの，生産工程の長い

ものに対する理解が，家電事業部に常に欠けてい

るという不満が，半導体技術者の中に根付いてい

たといわれる。

（４）開発費の負担方式と事業部間の利害調整

次でに，社内の共同開発における開発費の負担

方式へ議論を移ろう。まず，東芝についてである

が，オーディオ用の簡単なＩＣを共同開発した６０

年代から，すでに開発費を家電事業部と半導体事

業部の間にどのように負担させるかが重要な問題

になり，当初は，両事業部がそれぞれ適宜に負担

する形をとった。しかし，７０年代に，ＩＣの集積

度が高まり，なおかつ，より高級の機能がＩＣに

取入れられることに伴って，開発費の負担が大き

くなった23。そのため，より厳密な開発費分担ルー

ルを決めねばならなくなった。もちろん分担の金

額や比率は，共同開発の都度，両事業部が相談し

て決めるしかなかったが，基本的なルールだけは

定めておく必要があったのである。その際，社内

需要家だけが需要するフルカスタムＩＣについて

は，半導体事業部が社内需要家から開発費全額を

受け取った21。それに対して，松下は，社内向け

フルカスタムＩＣの場合，開発された諸品種のＩＣ

の間に共通の技術が使えるという認識を前提に，

開発された全品種について一律的に製造原価の１５

％～20％25を開発費として社内取引価格に上乗せ

た。こうした松下の開発費負担方式は,基本的に

前号のＮＥＣのコンピュータ用ＩＣの社内共同開

発のケースと同じである26゜

きて，ヨーロッパ（｢Ｅタイプ｣）では，テレビ

用ＩＣ開発の動機がテレビメーカヘーの販売にあ

るのに対し，日本（｢Ｊタイプ｣）における動機は

テレビの製品差別化にある，という有力な主張が

ある27゜この議論に即していえば，家電事業にも

本腰を入れていた日本の半導体メーカの重要な特
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要るようになったが，７０年代に，松下と東芝は，

社内需要家に一定のプライオリティをつけてから

外販を行うという方式をとった。プライオリティ

とは，二つの面についてであった。一つは，社内

に納入を開始して，半年あるいは１年が経過して

から外販を開始することであり28，もう一つは，

元々社内で共同開発されたＩＣを外販するとき，

社内需要家の開発費負担を軽減させる意味で，外

販価格も社内取引価格も相対的に高く設定するこ

とであった。東芝の半導体事業部の例を見ると，

このルールが適用されてから何年間は，開発費負

担分を外販によって十全に賄えなかった。だが，

暫く経ってからは，共同開発されたＩＣの売行き

が好調だった例も続出し，また，社内のユーザ事

業部が，該当するＩＣの売上高の一定比率を「ロー

ヤルテイー」の形で払い戻すよう，半導体事業部

に要求し，実際に，半導体事業部がかなりの金額

を払い戻したといわれる。逆に，外販が難しかっ

た社内向けのフルカスタムＩＣの中では，その社

内需要量が予想を遥かに下回った例もあり，そ

の場合は，半導体事業部は開発費すら回収できな

かった。

こうしたプライオリティをつけるという方法は，

電卓用のセミカスタムLSI，コンピュータ用の社

内向けカスタムＩＣの開発にも見られたものであ

り，さらに，東芝では，社内で共同開発された家

電用以外の用途のＩＣにも適用された。例えば，

東芝は社内向けＩＣの共同開発のために，「ＩＣセ

ンター」を設け，そこでは，社内の通信機事業部，

コンピュータ事業部等とカスタムＩＣをよく共同

開発したが，その際に，社内のユーザ事業部に開

発されたＩＣを納入してから１年，あるいは２年

経って，外販も行ったとされる鋤。そこで，この

方式は，社内で共同開発されたＩＣを外販しよう

とするとき，かなり広範に採用されていたことが

推論できる。従って，「Ｊタイプ」をめぐった議

論と関連づけて家電用ＩＣ開発を論じる場合，家

電製品の差別化の追求だけでなく，実は，社内向

けに共同開発されたＩＣを社内需要家と利害調整

しながら，外販に巧みに繋げていったことも，

｢Jタイプ」の重要な特徴とみることができる。

2．家電用ＩＣの社内共同開発の評価

（１）貢献

当初，家電用ＩＣの開発のスタートの主な理由

が家電部門の競争力の強化であり，また，そうし

た社内需要家の要求を満たしつづけてきたことに，

社内共同開発の一次的な貢献があった。上位家電

メーカの商品開発力，対応力を高める上で，社内

の半導体部門が主要な役割を果たしたのである。

具体的には，ＩＣの導入によって，使用部品の点

数が減って，それが工数や必要材料費の低減，容

易な設計変更，他部品の標準化等を促し，最終的

には，コストダウン（省力化）にもつながった。

と同時に，ハンダ付け減少による信頼性向上と作

業時間の短縮という効果も現われた。なお，ＩＣ

の導入やＩＣの｣性能の向上によって，家電製品の

品質，機能が向上した。例えば，テレビの画質が

レベルアップされ，かつ，自動調整，多機能化

消費電力の節減，軽量化小型化ポータブル化

が進んだ。社内のＩＣの共同開発を要としてセッ

ト側の競争力が高まったという点で，民生用であ

る家電用ＩＣであろうが，産業用であるコンピュー

タ用ＩＣであろうが，変わりはなかったのである。

外販に大きなウエートをおいてきたヨーロッパ

の家電系半導体企業が，家電用ＩＣ市場において

日本企業より劣位になったことは，日本の家電系

半導体企業の場合，社内消費あるいは社内の共同

開発の貢献が大きかったことを間接的に示すが，

まず，半導体の技術力の向上に果たした社内の共

同開発の貢献について整理しておこう。共同開発

のパートナーが社内にあるから，「かなり密接な

コンタクトを取」ることができ，「詳細な情報交

換ができ」た。その際，外部ユーザーに比べ，共

同開発の中，「気楽にアイデア」を出せ，「難し

い」と「思われる技術に」対しても「思い切った

チャレンジ」もできた。こうした情報交換上のメ

リットは，社内ユーザとの共同開発が多かったコ

ンピュータ用論理ＩＣの場合と同様であり，ユー

ザの情報提供面の消極性が残っていた電卓用ＩＣ

の共同開発との相違点であった30。そして，家電

用の場合，半導体側がＩＣのパターン設計だけで

なく，ＩＣの回路設計までを主導し，さらに，こ

のことが社内の情報交換上のメリットを増幅した。
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セット側の採算だけでなく，社内のＩＣ側の採算

も好転させる要因になった。実際，７０年代の家電

111リニアＩＣから儲けた利益が，８０年代のＭＯＳ・

ＩＣの開発，量産への投資にも貢献したという証

言もある鋤。もちろん，採算を巡った社内両事業

部の利害対立もなかったわけではないが，それに

対しては，社内需要家に価格や外販時期面のプラ

イオリティをつける形で巧みに対応したことは前

述のごとくである。さらに，家電用ＩＣの中，松

下，東芝など，家電市場における高い市場地位を

占める企業が社内消費していたＩＣに対しては，

東南アジアの家電企業も安心して購入する傾向が

あり，それゆえ，松下，東芝が社内で共同開発し

たＩＣはたちまち標準品になった例が多かった。

例えば，松下の場合，７０年代のＡＳＳＰ（Applica‐

tionSpecificStandardProducts）のうち，社内

の共同開発から生まれたものが50％の割合を占め

たとされる。具体的に，ＲＦ（ラジオ周波数)，ＩＦ

(中間周波数)，プリアンプ，パワーアンプ等の

ＡＳＳＰは社内共同開発の産物であった洲。東芝に

おいても同様な現象が現われ，クロマ信号，偏向

信号処理，ビデオ信号処理等のＡＳＳＰの中で，

少なくとも半分位は社内の共同開発から生まれた

ものであった郷。

それはＩＣの回路設計をユーザ側が行ったＩＣの

コンピュータ用論理ＩＣの社内共同開発の例とは

対照的であった。

なお，共同開発が１回限りではなかったので，

情報交換が持続的に行われ，情報の蓄積が可能で

あった点も重要である。社内の家電事業部から

｢継続的な開発受注ができ｣，開発された技術は，

次のＩＣ製品にも生かされた。「共同開発によっ

てある技術が一辺実用化することによってその技

術はその後修正されながら，次にも活用でき」た

のである。特に，社内の家電事業部が「技術面で，

いろいろな新しい家電製品を考えてきた」だけに，

ユーザの要求を満たすための多様なチャレンジが

可能になり，その結果，半導体事業部の中にも様々

なノウハウが蓄積された。

技術情報やノウハウの蓄積は，技術力の向上に

連なった。７０年代には，家電用としてリニアＩＣ

が多く使われただけに，リニアＩＣの技術力が高

まった。後述の如く，リニアＩＣは，ＭＯＳ・ＩＣ

に比べ，集積度を上げにくい特性があるものの，

家電製品の性能向上に照応する形で，ある程度の

集積度向上は実現できた。例えば，ＩＣの回路技

術の改善や製造プロセスの高集積化微細化によっ

て，カラーテレビ１台を作るのに，ＩＣが７個～

８個使われたのが，５個になり，次は，３個にな

り，さらに，基本機能をワンチップにまとめたリ

ニアＩＣすら出現した釦。そして，ＰＣＴ，ＬＴＰ

(低温安定化処理）技術の開発，改良によって，

リニアＩＣを使ったときのオーディオ，テレビの

雑音・ノイズ問題も著しく改善された。とりわけ，

オーディオ用ＩＣは，製造技術上低雑音特性と高

耐圧特性の両立が，極めて難しかったが，ＰＣＴ

技術の開発，改良によって，オーディオ用の半導

体プリアンプＩＣが実用化された。また，リニア

ＩＣは，その性能面の向上，使いやすさ，コスト

ダウンなどにおいても目覚しい進展をみせたとい

われる32。なお，同じ家電用ＩＣの中では技術の

転用が行われた。例えば，前述のようにオーディ

オ用とテレビ用ＩＣは，技術特性，担当技術者が

別々であったが，ＶＴＲ用ＩＣの開発にはテレビ

用ＩＣの技術や技術者が生かされた。

家電部門の競争力が高まったということは，家

電側の売上高が増加したことでもあ}〕，それは，

（２）限界

ところが，７０年代の家電用ＩＣが主にリニアＩＣ

であった点は，各社の半導体事業からいうと，デ

メリットも生み出した。まず，リニアＩＣの需要

拡大はMOSICのそれよりおそかったからであ

る鋤。しかし，より大きなデメリットは，技術と

関連するものであった。つまり，リニアＩＣは，

世界ＩＣ市場における支配的な品種でもなければ

先端製品でもなかった点に，その限界が示される。

家電用ＩＣには，ＩＣ産業の技術進歩を主導する

力が欠けていたのである。特に，リニアＩＣは，

アナログ量を扱うため，素子間のバランス，周波

数などの相互干渉の制約があり，パターンの微細

化のみでは集積度を向上しにくいので，ＭＯＳな

どのデジタルＩＣに比べ，集積度が低かった37°

例えば，７７年に松下が開発した，既述のスーパリ

ニアＩＣ「AN7000」も634個の素子を集積したに

すぎなかった上，リニアＩＣの中では集積度が満

Hosei University Repository



経営志林第39巻４号2003年１月１１１

い方であるテレビの色信号処理用，輝度信号処理

用ＩＣも1,000素子位にとどまった。オーディオ

用ＩＣは，テレビ用ＩＣよりさらに集積度が低く，

500素子位のものが多かった。また，日立が80年

開発したビデオクロマ用リニアＩＣは，当時リニ

アＩＣとしては最高の集積度であったにもかかわ

らず，アナログ素子1,000個を集積したにすぎな

かった銘。既に70年代初頭，コンピュータ用のバ

イポーラデジタルＩＣ及び電卓用ＭＯＳ・LSIの

中に，1,000素子以上の集積度のものが登場した

ことと比べると，リニアＩＣの集積度が低かった

ことが浮き彫りになる。それに，松下や東芝の場

合，リニアＩＣはＭＯＳ，ＩＣへの技術転用，或は

両者間の相乗効果がほぼなかったといわれる鋤上，

既述のように，リニアＩＣの技術者とＭＯＳ・ＩＣ

半導体技術者間の人的な交流も少なかった。

なお，家電製品の場合，少ない素子で実現でき

る回路，高抵抗・高純度素子を必要とする回路，

高耐圧・高出力が要求される回路等には，半導体

ＩＣの導入が難しく40,トランジスタやダイオード

等の個別半導体，そして，ハイブリッドＩＣへ依

存せざるをえない面があった。

れ，オーディオ独特の回路技術が必要になりｲ２，

ハイブリッドＩＣや個別半導体が多く使われた。

ステレオの最盛期には，日本のステレオ生産の約

70％にハイブリッドＩＣである厚膜ＩＣが使用さ

れ，ＩＣ化ができないところには個別半導体が使

われたｲ3･日本の場合，７０年代の全時期にかけて

ハイブリッドＩＣがＩＣ生産額の１割を占めつづ

けていたこと，７８年まで個別半導体の生産額が

ＩＣのそれより大きかったこと'4なども，上述した

家電用部品需要の特`性に負うところが大きかった。

このようにリニアＩＣが多く使われたこと，半

導体ＩＣ化しにくかったことは，産業用と違うと

ころであるだけでなく，同じ民生用の電卓用にも

見られない点であった。家電用半導体開発の固有

の問題点であったといえる。しかし，家電用と電

卓用が民生用として共有する限界もあった。例え

ば，家電製品の短いライフサイクルによる厳しい

納入期限，そして，コストダウンの要求は，ＩＣ

企業に対して，短期で量産コストを下げようとす

る指向を植え付けたとみられるが，その要求は逆

に，ＩＣ企業をして，ＩＣの先端技術及び基礎技

術の開発，実用化を後回しにするというマイナス

面の影響も及ぼしたことを見逃していけない。
日立のカラーテレビ１台当の部品

点数変化

単位：個

表２

3．終わりに

最後に，前号のコンピュータ用ＩＣの社内共同

開発と，本稿の家電用ＩＣの社内共同開発との間

に，その仕組及び影響などでどのような共通点，

相違点があったかを取りまとめた上で，先行研究

と関連付けていくつかの示唆点を述べよう。

まず，コンピュータ用，家電用ＩＣの両方の共

通点として，第１に，社内の需要家との間に共同

開発が行われたので，需要家との間により濃密な

情報交換が可能であった上，共同開発が１回限り

ではなかったので，情報交換が持続的に行われ，

情報の蓄積が可能であった。第２に，開発される

ＩＣが社内の機器に採用されるという事実自体が，

該当する企業の機器市場における高い競争力に基

づいて，外部のＩＣユーザに技術的な信頼感，安

心感を与え，その結果，社内で開発されたＩＣの

外販が急速に増えるケースもあった。第３に，開

発費の負担方式は企業ごとの相違が見られるが，

注：１８～20型のカラーテレビを基準とする。1969年は，

オールトランジスタ式，1974年，７８年はＩＣ式。

出所：山一証券「証券月報」ＮＣ372,1979年８月，４０
頁。

例えば，表２は，日立の18～20型カラーテレビ

に採用された部品点数を現わす。６９年のオール・

トランジスタ式に比べ，その後のＩＣ式では，個

別半導体及び受動部品の点数は減ったが，７８年の

カラーテレビにも少なくない個別半導体が組み込

まれた。特にダイオードの採用個数は前より増え

ており，カラーテレビの偏向回路は，高耐圧，大

電力が要求されるので，ＩＣ化しにくかった狐。

オーディオにも，高精度，高耐圧の部品が要求ざ

部品の種類 1969年 1974年 1978年

能動部品

トランジスタ

ダイオード

IＣ 

5３ 

5３ 

0 

3５ 

4５ 

３ 

1５ 

8５ 

10 

回路部品 124 100 4５ 
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術`情報交換上のメリットは同じであった。なお，

家電用だけでなく，コンピュータ用標準品ＩＣの

開発においてもコストダウンの圧力は強かった。

第３に，同じ民生用であっても，７０年代の家電用

と電卓用は，それぞれその主力品種がリニアＩＣ

とＭＯＳ・ＩＣに分かれており，従って，共同開発

の経験の影響は異なった。そして，家電用に比べ，

電卓用の場合は，社外の需要家との共同開発が相

対的に多く，そのため，需要家の情報提供面の消

極性が家電用の社内共同開発より強かった。

家電用，コンピュータ用ともに，フルカスタム

ＩＣの開発において，半導体事業部が社内の装潰

事業部から開発費全額を受け取るケースが存在し

た。また，社内で共同開発されたものを外販する

とき，共同開発に携わったユーザに対して開発費，

開発期間等でプライオリティをつける方式は，家

電用，コンピュータ用，共通であった。しかし，

第４に，家電用もコンピュータ用も，開発のパー

トナーが社内に限られることによって，甘えの可

能性，技術変化への対応の遅れの可能性が常に存

在した。

次に，両用途のＩＣの社内共同開発間の相違点

は，第１に，家電用の社内共同開発においては，

半導体側がＩＣのパターン設計だけでなく，ＩＣ

の回路設計までを主導的に行い，このことが社内

の`情報交換上のメリットを増幅したが，それは

ＩＣの回路設計をユーザ側が行ったコンピュータ

用論理ＩＣと対照的である。第２に，家電用に多

く使われたリニアＩＣは，先端のＩＣ製品ではな

かった反面，コンピュータ用ロジックＩＣの開発

経験は，最先端のプロセス技術を吸収する上での

重要な挺になった。第３に，家電用の場合，当初

ＩＣの共同開発の提案がどの事業部から出された

かは企業によって異なるが，松下のように，半導

体事業部門から提案されたことは，前号のコンピュー

タ用ＩＣの社内共同開発とは異なる現象である。

前号の冒頭で，日本の半導体産業の発展におい

て，民生用需要の役割を強調する先行研究に対し

て疑問点を述べたが，前号と本稿での分析によっ

て明らかになった諸点を提示することによって，

締め括りに代わりたい。第１に，民生用ＩＣ需要

はプラス面の影響だけでなく，限界をも抱えてい

た。例えば，本稿の対象であり，社内需要が多かっ

た家電用では，世界ＩＣ市場でその構成比を低下

していたリニアＩＣが多く使われたが，前述のご

とく，このリニアＩＣは，先端技術をリードする

品種でもなかった。また，民生用ＩＣ需要の価格

や納入期限についての厳しい要求のため，常に先

端技術の実用化が後回しなるという問題点をも抱

えていた。第２に，民生用ＩＣ需要と産業用ＩＣ

需要の共通点も軽視できない。例えば，コンピュー

タ用ＩＣの共同開発にせよ，家電用ＩＣのそれに

せよ，主体が社内技術者同士であることによる技

l新井光背「日・米の趣子産業」白桃書房，１９９６

年,６０～61頁。

２伊丹敬之「逆転のダイナミズムー日米半導体産

業の比較研究一」ＮＴＴ出版，1988年，120頁；同

「日本の半導体産業_なぜ三つの逆転は起こったか－」

ＮＴＴ出版1995年，７５頁。

３竹大正孝・漆原健彦，「民生用アナログＩＣの動

向」「テレビジョン学会誌」第28巻第５号，1974年

５月，３７０～371頁；ＫｉｍｕｒａＹ.，ＴﾉｶeJtZpanese

Semiconductorhzdustry，ＪＡＩＰｒｅｓｓ、１９８８，ｐ、

４４゜ただし，７０年代末頃になると，民生機器の分

野にも漸次，産業用リニアＩＣが使用されるという

動きも見られた（清水英治「民生用リニヤＩＣの開

発動向」「↑lji子材料j，1980年12月，２５頁)。

４本稿で活用するインタビュー記録は，特に断ら

ない限Il東芝インタビュー（2000年４１Lj26I1；

2000年５月22日；2001年３月14日）：久保大次郎氏；

｜可（2000年４月11日）：Ⅱ|西剛氏；同（2000年４)】

１４日）：小[11111嘉一郎氏；松下インタビュー（2000

年12111日；2000年12月251]）：亀山卓郎氏，五味

紀男氏に依拠している。

５岩瀬新午「半導体に賭けた40年」工業調査会，

1995年，120～124頁。

６竹大I[拳・漆原健彦，前掲，1974年５月，372頁。

７日本魍子機械工業会「麺子工業30年史｣，1979年，

161頁。

８１チップマイコンの開発は，チップ内のＲＯＭ

情報の変更のみで，論理機能は固定されたので，

その開発llllはフルカスタムＩＣの10分の１～20分の

１にとどまった（浅田邦博・岡久雄・佐々木元他縞，

1984年，３５～36頁)。

９例えば，６０年代末，東芝の半導体事業部に常駐
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したラジオ事業部の技術者が,約２年にかけて半

導体技術者と共同開発を行い，良い性能のオーディ

オ用ＩＣを開発した例もある（東芝インタビュー

（2000年４月14日）：小田川嘉一郎氏)。

１０この組織で活動した半導体技術者が共同開発の

プロジェクトが終わってから完全に音瀞事業部の

所属になることはなかったうえ，７０年代後半には

共同開発を行う間にも，かれらは半導体事業部の

所属であった（東芝インタビュー（2000年４月２６

H）：久保大次郎氏)。ちなみに，平本は，企業名

は明示していないが，テレビ用ICの共同開発組織

に関連して，上記の東芝と類似な例を紹介してい

る（平本厚「日本のテレビ産業一競争優位の構造一」

ミネルヴァ書房，1995年，240頁）が，平本のあげ

ている事例では１７０年代の東芝の例ではみられな

い現象もある。例えば，平本の事例では，「前半の

コンセプトや回路構成の段階ではテレビの側にＩＣ

メーカーがきて作業をしロ後半のマスクができ上

がって製品のチェックをはじめるときにはテレビ

側からＩＣ側へエンジニアが移って作業」を行った

が，これは筆者の行った東芝技術者へのインタビュー

では確認できなかった点である。

１１フルカスタムＩＣとは，専ら特定需要家の要求す

る仕様に従って開発，製造されるＩＣを指す。

1２これは，ＮＥＣのＩＣ事業部内の開発部隊が，７１

年より，社内及び電電向けＩＣを開発する第１回路

部と，社外向けＩＣを開発する第２回路部との二つ

に分かれたことと類似であるが，しかし，松下の

場合，社内需要家への要求をより重視する立場

で組織再編を行っただけに，外販をより重視する

ＮＥＣの組織再編とはその意図が異なったといえる。

１３同じテレビ用の中でもⅢ高周波ＩＣを開発する部

隊と偏向ＩＣを開発する部隊が分かれ，同じく，オー

ディオ用の中でも，パワーＩＣだけを開発する部隊

と，高周波ＩＣを開発する部隊が分かれていた（東

芝インタビュー（2000年４月26日）：久保大次郎氏)。

１４ＮＥＣは，東芝や松下に比べ，－菰のデジタル技

術のＭＯＳ・ＩＣの技術者とリニア半導体技術者の

人的交流，人事的な移動が頻繁であった。例えば，

６０年代のリニアＩＣの開発に携わった技術者が70年

代に電卓用のＭＯＳ・ＩＣの開発のキー・パーソン

になった他，外部需要家向けの「第２回路部」と

いう組織の中には，ＭＯＳ技術者だけでなく，リニ

ァ技術者も配属されていた（ＮＥＣインタビュー

（2001年２月９日）：遠藤征士氏)。そこで，各品種

の技術者間の交流状況も，企業ごとにかなり異な

ることが確認できる。

１５このソフトウェアは，「スパイス（SPICE)」と

呼ばれたとされる。

１６７７年に東芝半導体事業部にＣＡＤシステムが入

るまで，パターン設計は，鉛筆を使って手で行っ

たといわれる（東芝インタビュー（2000年４月２６

日）：久保大次郎氏L

17こういった家電技術者の行動は，その前，家電

製品の付加価値をＩＣ側へ奪われたという危機意識

と関係するという（松下インタビュー（2000年１２

月１日）：五味紀男氏)。ただし，この社内需要家

からの要望は，リニアＩＣだけでなく，マイコンの

開発においても強かった。「アナログＩＣの場合は，

感や経験がより重要である」こともあり（東芝イ

ンタビュー（2000年４月26日）：久保大次郎氏)，

「需要側のセット屋が全くゼロから半導体の技術に

入る場合，リニアＩＣよりもデジタルＩＣの方が入

りやすい」（松下インタビュー（2000年12月25日加

亀山卓郎氏）ことと関係するように思われる。

1８これに半年位しかかからないＩＣもあったといわ

れる。

１９７７年頃，第２精工舎の時計用ＩＣの開発の際，ロ

ジックと仕様の提示の時点から，エンジニアリン

グ・サンプルまで５～６カ月，還産までは６～７

ヵ月，回路ブロック・時計組立まで９ヵ月がかかっ

たといわれる。従って，家電用と時計用の開発期

間はそれほど変わらなかったようである。

２０「セットのシャーシを全面変えるか，それとも，

基板は同じにして入れ物だけを変えてお客に訴え

るか，いろいろあるんですね。そういうので，世

代という呼び方をしてるんですが，前者のときに

は，５品種，６品種のキットで，同時に開発する

んです。…（中略）…その辺の割振りがあるわけ

です。そのための打合せに時間がかかります。だ

から，打合せに１カ月以上，場合によっては３カ

月もかかります。…（中略）…部分的に開発する

場合，１週間から３週間の間に終わってしまう」

（松下インタビュー（2000年12月25日）：五味紀男

氏)。

２１家電製品の組立工程自体には10日～２週間しか
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かからなかったという。

2２もちろん，納期を延長する場合がなかったわけ

ではない。

２３７０年代半ば，家電用ＩＣのｌ品種にかかる開発1V

は，大規模ＩＣなら，１億～２億円にも上1〕，災Iiil

開発の|淵発費を回収し，採算に乗れるためには，

醗低でも１品種当り月１０万個の受注iiiが必要であっ

たという。

２４束芝の製品事業部間で製品を振替える「社内抜

粋え」があったが，この社内振替価格はTI7IiliをＡＩ§

準にして，社内取引であるが故に発生しない広(!「

ＩＭＩ・販売対策費等を控除し，さらに大壮ｊｌＷｌによ

る取引等を織込んで設定された（山下公雄「東芝

の予算制度」「産業経理」第41巻第３号，1981〈1:，

４１頁)。

2５なぜ，１５％～2096かについてであるが，松1,.の

関係者の証言によると，半導体事業の初期から，

Ｒ＆Ｄ費用は売上高の約15％でコンスタントだっ

たが，共同開発されるＩＣは若干特殊なものだから．

その開発費は売上高の15％より若干高く設定され

たという。

２６松1,.と違って，東芝が，社内共同開発時，予め

開発費を要求した理由として，ＩＣ価格が見掛｣ｆ安

くなること，経理計算上難しいこと，難をあげて

いるが（東芝インタビュー（2001年３月911）：久

保犬次郎氏)，それが重要だと認識されたのは，当

初より社外需要家との開発，ないし，外販の経験

が豊篇であったことによると思われる。実際に，

７０年代までＩＣの社内消費が多かった松下も外販の

比率がより満〈なる80年代になると，社外諦要家

との共同開発の際には，予め開発費を受け取った。

２７平水厚，前掲書，1995年，256～260頁。

２８松下電子工業「光とエレクトロニクスで未来を

拓く」1994年，７５頁；松下インタビュー（2000年

1211251]）：屯山卓郎氏。浅沼によると，このよう

な行動は，テレビ，ＶＴＲ，エンジン|１０係の迩装Ｍ

の開発・販売にも現われる。すなわち，テレビ，

ＶＴＲ，エンジン関係の電装品の開発に当})。llI核

企業の新しいアイデアを織込んだ部品をサプライ

ヤーが開発した場合，生産開始から半年ないし１

年の１１Ｉはサプライヤーが他の買手に売らないこと

を当該I|』核企業は要求するが，その）＃ⅡｌＩＩが経過し

た後では他の買手に売ってもよいという常紫椛を

与えるという（浅沼萬里，「日本企業のコーポレー

ト・ガバナンスー雇用関係と企業間取引関係を１’

心に－」「金融研究」（日本銀行金融研究所）第１３

巻第３号，1994年９月，110頁)。

２９束芝インタビュー（2000年４月11日）：川西剛氏；

同（2000年４月14日）：小田川嘉一郎氏。

３０電卓用ＩＣの共同開発については，拙稿「日本

ＩＣ産業の初期の企業間関係一電卓用ＩＣの取引，

及び共同開発を中心に一」「社会経済史学」第67巻

第１号，2001年５月を参照されたい。

３１束芝インタビュー（2000年５月22日）：久保大次

郎氏。

３２竹大正孝・漆原健彦，前掲，1974年５月，374～

375頁；浅井捷男・伊澤芳「電子材料」1980年12月．

３７頁。

３３松下インタビュー（2000年12月１日）：nLIII卓郎

氏c

34松下インタビュー（2001年３月13日）：岻山卓郎

氏からの追加答弁。

３５束芝インタビュー（2001年３月14日）：久保大次

郎氏。

３６この点，ＭＯＳ・ＩＣが中心であった電卓用ＩＣと

は対照的であり，同じ民生用の中でも，使われる

，lMilliの差によって，その明暗が分かれたといえる。

そして，伊丹は，ＭＯＳ・ＩＣの技術特・性は，ラジオ

やテレビをはじめとする民生用電子機器が要求す

る特性であったと述べているが（伊丹敬之，１９９５

年，123頁)，７０年代に家電用ＩＣのほとんどがリニ

アＩＣだった事実関係に照らしてみると，伊丹のこ

の叙述の妥当性には疑問がある。

３７清水英治，前掲，1980年12月，２３頁；浅井捷ﾘ)・

伊灘芳，前掲，1980年12月，３７頁。

3８日立製作所武蔵工場「日立半導体30年史｣，１９８９

年，347頁。

３９松下インタビュー（2000年12月１日；2000年１２

月25日）：亀山卓郎氏，五味紀男氏；東芝インタビュー

（2000年４月26日）：久保犬次郎氏；同（2000年４

）111日）：川西剛氏。

４０ｉｉｌｉ水英治，前掲，1980年12月，２３頁。

４１竹大正孝・漆原健彦，前掲，1974年５月，371頁。

４２１１本オーディオ協会「オーディオ50年史｣，１９８６

flL，736～737頁。

４３岩瀬新午，前掲書，1995年，126頁；東芝インタ
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ビユー（2000年５月22日）：久保大次郎氏。

４４米|劃内で初めてＩＣ生産額が個別半導体を上回っ

たのは70年である（日本開発銀行「ＩＣ産業80年代

の展望一摩擦と開発競争の展開にみる今後の展望一」

（｢調査」第67号)，1984年１月，３６頁)。そして，ア

メリカは，すでに69年，ＩＣの生産額がトランジス

タのそれを上回ったが（機械振興協会経済研究所

「I]米半導体産業に関する調査研究｣，1980年，４１

頁)，Ｈ本でＩＣの生産額が初めてトランジスタの

それを｣二|則ったのは75年である。
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